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ては地味ながら成長を続けていた。たとえば内戦開始の一九八三年から二〇〇一年までの平均成長率は四・三％であったのが、二〇〇二年から二〇 九年までの成長率は平均五・七％を記録し 。こ 間二〇〇四年には、スマトラ沖地震によって甚大な津波被害を受け、二〇〇六年以降は北
･
東部では本





































内資本によ スーパーマーケットが発達した背景には この分野において国内にスーパーマーケットの発達を阻害するような既得権益がなかったことも挙げられる。スーパーマーケットは 戦下、外資の参入 いなかで、大きな初期投資を必要とせず、農村の生産を
喚起し、所得を向上させ、消費者や家計の利便性を増すことにより、内需の掘り起こしに成功した。スーパーマーケットは、内戦中に育った消費者 、内戦後の旺盛な国内消費を支え、内戦後に増加した観光客の需要にも応えることで経済の活性化に大いに貢献したといえる。　
また、フードシティでは若者の





























的に不足していた。そんな内戦終結後のスリランカの資金難の救世主となったのが、中国であラージャパクサ政権は、中国からの資金を大規模インフ 開発に投入することで、 「手で触れることのできる」 「平和の配当」を実現することができた。戦争終結 功
績とインフラ開発によりラージャパクサの人気と政治的安定性は絶大なもの なった。　
しかし、建設景気への人々の期












































と平行して民間部門へのサポートの強化や、ビジネ 環境の整備を行うという選択肢もあっ しかし、実際は新たな輸入税の導入など内向きの経済政策 民間企業の国有化措置やアドホックな税制が導入されるなど、民間企業にたいして不利となる政策が られた。　
また、ラージャパクサ政権は、
スリランカを南アジアのハブ すると主張した。しかし、どちらかというと、保護主義的な側面が強く、世界よりも国内の彼の周囲の支持層に目が向いてい　
このように、投資家らに誤った
シグナルを送った結果 スリランカへの直接投資は伸び悩んでいる。スリランカ政府は年率八％の成長のためにはＧＤＰ比五％の直接投資が必要と見積もっている。しかし、海外直接投資はＧＤＰ比一・二％に留まっている。投資分野についても 製造業よりも建設業や観光業に集中している。国別にみ
ると、二〇一三年の投資国トップは中国であり、その多くは国有企業であ 。　
ラージャパクサ時代の政府主導
という方針 、迅速な復興という目的からみた場合、有効な手段だった。しかし、内戦の後半には既に民間企業の活動が目立ち、国内消費者も都市部などでは育ち始めていたことからすると、政府と民間の間で適切な役割分担をするべきところを、逆に抑制してしまった。結果として格差、というよりも一部の特権階級への極端な富の集中が国民の反感を買う になった。　
新政府は大統領への権限集中の
解消、中国依存や汚職体質からの脱却と意思決定の透明化を図ろうとしている。　
前政権が目指したハブ構想の方
向性は間違っていない。地政学的に優れた要素と十分に育 民間企業、国内消費者、国際社会からの広い支援を得て、 「第二の」内戦後の経済発展の準備は整い始めている。（あらい
　
えつよ／アジア経済研
究所
　
動向分析研究グループ）
